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今後の輸血後感染症検査はどうあるべきか：当院の実績を振り返って
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はじめに
輸血患者に対し，輸血後に感染症の検査を行う事は
厚生労働省の「輸血療法の実施に関する指針」１）に明記
されており，各施設の輸血部門は輸血後感染症検査実
施率の向上に取り組んできた．当院も例外ではなく，
2014年 8月より様々な取り組みを行ってきた２）．啓発活
動前期として①輸血同意書の改訂（輸血 3カ月後の感
染症検査の必要性の明記），②輸血後感染症検査実施時
期の自動抽出化，③輸血後感染症検査 3項目（B型肝炎
ウイルス（HBV），C型肝炎ウイルス（HCV），ヒト免
疫不全ウイルス（HIV））の採血オーダーセット化，医事
課との連携，④輸血部医師による代行オーダーの取り
組みを行った．しかし，診療科主体の実施率が向上せ
ず，更なる啓発活動後期として 2016年 1月より，⑤各
診療科担当医師へ協力のお願い（電子カルテ内メッセー
ジ BOXに検査オーダー必要性のコメント記入），⑥シ
ステムの構築（診療科担当医師による輸血後感染症検
査運用開始），⑦患者への啓発（院内ポスターの掲示）
を実施した．その結果，輸血後感染症検査実施率は約
51％から約 70％へ大きく上昇し現在に至っている．し
かし，2020年 3月に指針が改正されたのを受け，同年
7月に日本輸血・細胞治療学会より輸血後感染症検査に
関する対応について，当検査は輸血された患者全例で
はなく，担当医の判断で実施する等の見解が示され３），
今後方向転換がなされようとしている．
当院の輸血後感染症検査の実態調査から今後望まれ
る輸血後感染症検査の在り方について検討を行ったの
で報告する．

対象と方法
1．対象
輸血後感染症検査実施について，過去に当院で報告
した調査期間 2014年 8月から 2017年 1月までの同種

血輸血症例 1,063件に２），新たに 2017年 2月から 2020
年 7月までに実施された 1,696件を加え，合計 2,759
件を対象とした．ただし，対象期間内における死亡例
は除外した．
また，輸血後感染症検査の概算費用については，2017
年 2月から 2020年 7月の輸血後感染症検査実施数 1,197
件を対象として調査した．

2．方法
当院における電子カルテシステムからデータを抽出
し，以下の内容について解析を行った．
1）2014年 8月から 2020年 7月までの輸血後感染症
検査実施率，輸血後に転院した患者を除いた実施率，
診療科担当医師による検査オーダー入力率，輸血部医
師による検査オーダー代行入力率を算出し，グラフに
示した．
2）輸血後感染症検査の陽性数を調査した．HBV関連
検査（HBs抗原，HBs抗体および HBc抗体）は化学発
光免疫測定法（CLIA法）により実施し，表 1の基準値
以上を陽性とした．また，HBV-DNAはポリメラーゼ
連鎖反応（polymerase chain reaction：PCR法）を原理
としたTaqManHBV-DNAもしくはアキュジーンHBV-
DNAを実施し，表 1の基準値以上かつ，増幅シグナル
が検出されたものを陽性とした．HBV-DNAの測定単
位は，日本肝臓学会からの提言により報告単位を国際
単位としたため，2017年 5月 7日以前は Logコピー/
ml， 5月 8日以降は LogIU/ml の表記となっている．
それぞれの患者について，輸血前に行われた検査（輸
血前検査），輸血実施時の保存血漿の検査（輸血時保存
検体検査），輸血 3カ月後感染症検査，化学療法治療の
有無，疾患について調査した．
3）対象期間の輸血後感染症検査が実施された患者数
について化学療法実施の有無を抽出し，それぞれの患
者数について検査に関わる保険点数から輸血後感染症
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表 1　輸血後感染症HBV検査陽性例

症例

輸血前
検査 輸血時保存検体検査 輸血 3カ月後

感染症検査
疾患名 化学療法

の有無
HBs 抗原 HBs 抗体 HBc 抗体

HBV-DNA HBV-DNA

TaqMan アキュジーン TaqMan

単位 IU/ml mIU/ml S/CO Logコピー/ml Logコピー/ml Logコピー/ml

基準値 0.05IU/ml
未満

10.0mIU/ml
未満 1.0 未満 2.1Logコピー/ml未満 1.5Logコピー/ml未満 2.1Logコピー/ml未満

1 （－） NT 5.72（＋） NT 検出せず 検出（2.1） 肝硬変 ×
2 （－） 17.0（＋） 7.54（＋） 検出＊2 NT 検出＊2 肝細胞癌 ×
3 （－） 11.9（＋） 7.29（＋） 検出せず NT 検出＊2 肝細胞癌 ×
4 （－） 11.9（＋） 7.9（＋） 検出（2.4） NT 検出（2.5） 胃癌 ×
5 （－） ＜10.0（－） 1.28（＋） 検出（2.2） NT 検出（2.9） 乳癌 〇
6 （－） 104（＋） 7.0（＋） 検出（2.2） NT 検出（2.3） 膀胱癌 ×
7 （－） 128 倍（＋）＊1 7.98（＋） NT 検出（1.6） 検出（2.1） 骨髄異形

成症候群
×

＊1 凝集法（PHA法），基準値は 8倍未満
＊2 基準値は 1.0LogIU/ml未満，検出値は 1.0
〇：あり，×：なし，NT：未実施

検査の概算費用を算出した．
本研究は当院の倫理審査を受審し，2020年 11月 4
日付で承認された（承認番号 S20053）．

結 果
1．輸血後感染症検査の実施数及び実施率
実際に検査した輸血後感染症検査実施数は 1,828件，
実施率は 66.3%であった．以前我々が報告したデータ２）

と新規データより，実施率の推移と診療科担当医師に
よる検査オーダー入力率，輸血部医師による代行入力
率の変遷を図 1に示した．
2017年 4月から診療科担当医師による 100％の検査
オーダー入力となり，これを契機に実施率が上昇した．
また，手術時に輸血が行われた診療科，特に整形外科
では術後転院する事例が多く，それらの症例を除いた
輸血後感染症検査実施率は約 85％と高く推移していた．

2．輸血後感染症検査 HBV陽性例の追加検査結果
輸血後感染症検査 HBV-DNA陽性者数は 7件で，そ
のうち化学療法を行っていた患者は 1件であった．ま
た輸血前検査は，症例 7を除き術前感染症検査のため
HBs抗原のみ実施されていた．各事例について輸血前
検査，輸血時保存検体検査，輸血 3カ月後感染症検査
の結果を表 1に示した．輸血前検査において HBs抗原
は全例陰性だったが，輸血時保存検体にて検査を実施
したところ，HBc抗体（CLIA法）がすべて陽性であっ
た．

3．輸血後感染症検査概算費用
輸血後感染症検査の保険診療点数を基に概算費用を
算出した（表 2）．化学療法を実施した患者数は 260
件，全体の 21.7％であった．また，検査における概算
費用は 2,243,800円であった．化学療法を行っていない

患者数は 937件で，検査に対する概算費用は 8,086,310
円であった．対象期間 1,197件に対する輸血後感染症検
査の概算費用は合計 10,330,110円となった．

考 察
輸血後肝炎に対する輸血用血液製剤の安全対策４）は

1972年の HBs抗原検査導入から始まり，1989年 HCV
抗体検査（第 I世代），2014年からは血液製剤の個別検
体による核酸増幅検査（NAT）が導入５）された．それ以
降輸血後のHBV感染が 3例報告されたが，HCVやHIV
への感染は 1例も報告されていない６）．
この経過から 2020年 3月に「輸血療法の実施に関す
る指針」１）が改正され，推定年間輸血後感染症数が HBV
は 160万本の献血に 1件，HCVと HIVは推定困難と示
された１）．これを受け，輸血後感染症検査実施症例の選
択について日本輸血・細胞治療学会から見解が提示さ
れた．輸血前検体保管は全例で実施すべきであるが，
HBV，HCV，HIVの輸血後感染症検査は輸血された患
者全例に実施すべき検査ではなく，担当医の判断で免
疫抑制状態の患者等に限定される，という内容である．
これにより，患者向けに輸血後感染症検査についての
お知らせとして，輸血 3カ月後感染症検査案内の郵送
の取りやめや，輸血後感染症検査は担当医の判断での
実施以外は推奨しないなど，新たな対応を病院ホーム
ページに記載している施設もある７）．また，輸血管理料
Iおよび IIの取得について感染症検査の実施が施設基準
に記されているが，実施又は輸血前の検体保存と明記
されており８），輸血後感染症検査全例実施の記載ではな
い．ただし，日本医療機能評価機構では，免疫抑制・
化学療法による HBV再活性化についての医療情報９）が
出されており，リスク回避のためにも該当する患者に
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図 1 輸血後感染症検査実施率の推移と診療科担当医師による検査オーダーの入力率，輸血部医師による検査オーダー代行入力
率の変遷
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表 2　輸血後感染症検査概算費用
保険点数

検査項目 HBV核酸定量 271 点
HCVコア蛋白 108 点
HIV1,2 抗体 115 点

静脈採血 35 点
免疫学的検査判断料 144 点
微生物学的検査診断料＋検体検査管理加算 I 190 点

計 863 点

概算費用

2017.2 ～ 2020.7 患者数（化学療法有り） 260 件
概算費用 2,243,800 円
患者数（化学療法無し） 937 件
概算費用 8,086,310 円

計 1,197 件 10,330,110 円

は輸血後感染症検査を行うべきと考えられる．
輸血前後における感染症検査は，輸血療法の安全性
を確保するために実施されてきた．また，日本輸血・
細胞治療学会から「輸血前後の感染症マーカー検査の
運用マニュアル」１０）も示され，当院もそれに従い，実施
率を向上させるべく取り組みを行ってきた．その結果，
実施率は約 70％と向上し現在に至っている．しかしな

がら，これ程の取り組みを行ったにも関わらず，過去
の輸血後感染症は遡及調査によって明らかにされた件
数しか報告がなく，輸血後感染症検査からは感染が報
告されていない．当院においても輸血後に HBV-DNA
が陽性になった症例が 7件発生したが，輸血時保存検
体の HBc抗体がすべて陽性であり，何れも輸血前に感
染していた事例であると考えられた．ただし，化学療
法患者 1例（症例 5）は約 4年間 62回に渡り乳癌化学
療法を行っており，輸血による感染のリスクを考慮し
なければならない症例と考える．一方，他の症例につ
いては学会の提示に照らし合わせると，輸血後感染症
検査の対象にはならない事例であった．以上のことか
ら輸血後感染症検査を行う症例の選択は重要であり，
感染リスクの少ない患者には輸血後感染症検査を控え
る事が可能であると考える．
コスト面においては，表 2に示す通り化学療法を行っ
ている患者は 260件で全体の 21.7％に相当し，輸血後
感染症検査の概算費用は 2,243,800円であった．化学療
法を行っていない患者は 937件で，概算費用は 8,086,310
円であった．化学療法を行っていない患者の輸血後感
染症検査を控える事により，この期間中の保険診療費
用全体の 78.3%を抑制する事ができると考えられる．
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その一方，輸血同意書には輸血後感染症のリスクが決
してゼロではない事が記載されている事や，患者の中
には自己血輸血を希望する人もおり，同種血輸血イン
フォームドコンセント取得に際して輸血後感染症検査
を行わない事に理解が得られる患者がどの程度いるか
未知数である．従って，輸血後感染症検査を直ちに中
止にする事は不可能であると思われる．しかしながら，
不必要な検査を省略する事は費用対効果等を考えると
必要な事であり，清川らの論文１１）では感染症が疑われた
場合，輸血前の検体を 100%保存する事で感染症検査の
データが輸血前後で比較する事ができ，輸血による感
染症の有無が判断できる事から，感染症への正確な対
応が可能であると述べられている．これらを円滑に管
理するためにも，輸血前検体の保管は重要であると考
えられた．

ま と め
当院では 2,759件の輸血後感染症検査が行われてきた
が，輸血後に感染症を発症した事例はなく，輸血用血
液製剤の安全性が担保されていた．今後，輸血前検体
保管を前提とし，輸血後感染症検査実施において適切
な症例の選択をする事が，より日常診療の実態に即し
た運用に繋がるとともに，膨れ上がる社会保障費への
コスト削減に貢献できるものと思われる．
著者の COI開示：本論文発表内容に関連して特に申告なし
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